


様式第５号（第５条関係） 
 

政務活動事業実績報告書 
 

議員氏名  鳥 居 誠 明  
 

  飯能市議会政務活動費の交付に関する規則第５条第２項の規定により、平成２８年度 
政務活動費に係る事業実績報告書を次のとおり提出します。 

 

月 日 事 業 名 事 業 概 要 及 び 成 果 等 

平成２９年 

１月１２日～ 

１月１３日 

 

平成２８年度市町村 

議会議員研修「２日間

コース」「防災と議員

の役割」 

・研修内容 

１． 地域防災の考え方と向上 

２． 自治体の危機管理 

３． 災害後・復旧・復興期における行政活動 

４． 災害時の行政活動 

５． 地域防災における議員の役割（高知市の事例） 

６． 地域防災力を高める 

７． 演習「災害時の議員の役割」 

１．地域防災の考え方と向上 

 巨大な地震や災害を経験し、地域レベルの防災の重要性

が再認識され、強化をいかに図れるかが問われている。

防災は、「対策の足し算による、被害の引き算」。大きな

公共（行政）と小さな公共（地域）小さな公共とは、自

助+互助での担い手の総合化。教育では無くどう活用す

るのかが大切。 

  地域防災の課題 

  ・資源の確保（人、情報、物資、資金） 

  ・体制の構築（組織、ネットワーク） 

  ・対応の訓練（防御、連絡、避難、救援、受援） 

  ・環境の改善（維持、補強、整備） 

  ・知恵の伝授（教育、慣習） 

  互助避難・・「みんなで避難」→助け合って、迅速で

確実な避難を実現する。目的時間内に達成できるか確

認。 

  ・安否確認の体制（カードなど） 

  ・個別避難（高齢者、障害者など） 

  ・避難装備の確保（リヤカー、車いす等） 



  地区（小さな公共）の防災力向上 

  「地区防災計画」を作成し、 

  ・絵に描いた餅にしない。 

  ・訓練で習熟、検証する。 

  ・目標管理を疎かにしない。 

  →みんなで作成し、みんなで実践。 

   手作りの地域に即したプラン 

２．自治体の危機管理 

  ・脆弱な自治体の防災体制と実効性を欠く地域防災計

  画 

  ・首都直下地震、南海トラフ地震では約３５万人、 

    ３００万棟建物滅失、３１０兆円の経済被害。 

  ・自治体の脆弱な体制、対応力不足 

    人口１０万人以下の自治体は８５％。３万人以下 

    が５３％ 

  ・地域防災計画の実効性不足 

    縦割りか所管が不明確、目標が統合されていな 

い。災害時に実務の基準とならない。役に立たな 

い。 

  ・大槌町長の災害対応の話から 

    ２日目に災害対策本部を立ち上げたが、陣頭指揮

に手一杯で県に報告できなかった。３日目から、

国、遠野市から支援が来て心強かった。４月の人

事異動で災害対策の人事から従来の人事に戻し

たため事務分掌に壁ができ機能しなくなった。非

常時は白旗を揚げるべきであった。派遣された職

員が４０代だと、５０、６０代の職員に遠慮して

使えなかった。新しい人が来る度に、手取り足取

り教えるが、２、３か月で帰任され、その繰り返

しで疲れた。 

    行革の名の下に、５年間で１９８人～１３６人ま

で減らしたが防災に対する考え方、住民とのコン

センサスも取れていなかった。震災前に自治体が

行政をしっかりやってきたか否かが大きな問題

だと感じた。 

    防災訓練に具体性が無く、防災意識が薄かった。 

    また、広域的な連携が必要であった。過去の阪神 



   淡路の時の遺体対応、避難所運営、食事手配など非 

   常時にやることは同じであると感じた。 

  ・防災スペシャリスト職員を育成すべき・・人が大切 

   だ。 

  ・地区防災計画が必要 

   従来の「共助」より「近助」の方がより強力な力と 

   なる。→近助が強くなれば、自助、共助も公助も強

くなる。 

３．災害時の地方議員の役割 

４．災害時の行政活動 

 ①監視機能 

 ②政策立案機能 

  →災害時は法制度も実態も役割が明確で無い。 

   先行の研究も無い。 

５．大災害時の地方議会、議員の役割 

 ・災害対策本部が行う予防、応急対策中は、議会活動の 

休止を。執行機関が議会に資料を作成し、説明が可 

能になってから議会活動を再開する。 

 ・議員は地域での避難所支援、在宅避難者の情報、ニー

ズなどを把握し、地域のリーダーとして活動する。 

 ・議員からの情報を議長に一本化する。 

 ・自治体職員が手続きを踏むよりも、議員の人脈、政治

 力を活用して国や関係機関に要望し、早期に対策を実

 施させる。 

 ・議員が自ら被災しないように準備しておく。 

 ・議会が監視機能、政策提案機能を発揮すると災害対応

全体が遅滞する。→議会と執行機関が協力すると混乱

は少ない。 

６．地域防災力を高める 

 ・マンションでの防災講習会の実施や「安否確認プレー

ト」、「防災手帳」、「防災マップ」等の作成。 

 ・防災を活動で地域のコミュニティを図る。 

 ・「復興」は元に戻すことしか考えていなかったが、「ま

ち」の将来を含め考えたい。 

 ・防災対策・地震対策は首長のやる気がポイントだ。 

 

 



受講しての考察・・・ 

 ・市長をはじめとする行政が、どれだけ危機感を持って

いるのかがポイントであり、危機管理部門には専門の

職員が重要であること。 

 ・議会、議員としては災害対策本部の行う緊急業務に支

障を招かぬよう、協力する姿勢が必要であること。 

 ・地区／自治会毎に地域に即した防災計画が必要である

ことなどを学び、更なる研究をし、今後の防災活動に

活かしたいと考えた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (注) 使途基準の項目別に記載すること。 
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